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既に関係機関の協議会等を設置している地方公共団体においては、そうした場を活用して、
個人情報の保護に十分留意した上で、具体的な事案についても現場における対応に重点を置
いて、実践的、継続的な協議を行うことが望ましい。また、関係機関の協議会等がいまだ設
置されていない地方公共団体においては、設置を検討することが必要である。
イ 協議会等への参加機関
協議会等へ参加する機関については、支援センター、都道府県警察、福祉事務所、教育委
員会等都道府県又は市町村の関係機関はもとより、公共職業安定所、公共職業能力開発施設、
検察庁、法務局・地方法務局、地方入国管理局、法テラスの地方事務所、年金事務所等の行
政機関等について、地域の実情に応じ、参加を検討することが望ましい。裁判所についても、
オブザーバー等の形で、協議会等の場への出席を求めることも考えられる。特に、保護命令
制度の運用において調整を要する事項に関しては、これらの関係機関等が参加する協議会等
の場で検討することが望ましい。
また、被害者の保護、自立支援を図る上で、民間の団体の理解と協力は極めて重要である。
このため、民間の支援団体を始め、人権擁護委員連合会や、弁護士会、司法書士会、調停協
会連合会、医師会、歯科医師会、看護協会、民生委員・児童委員協議会、母子生活支援施設
協議会等、様々な関連する民間団体の参加についても、協議会等の性格や、その地域におい
て被害者の支援に関して課題となっている事項等に応じて幅広く検討することが望ましい。

^ 関連する地域ネットワークの活用
児童福祉法に基づく要保護児童対策地域協議会や犯罪被害者等に係る被害者支援地域ネット
ワーク、高齢者及び障害者虐待防止のためのネットワーク等、配偶者からの暴力の問題と関連
の深い分野において、関係機関のネットワーク化が図られているところであり、こうした地域
協議会等既存のネットワークとの連携や統合により、関連施策との連携協力を効果的かつ効率
的に進めることについても、検討することが望ましい。

_ 広域的な連携
被害者に対する加害者からの追及が激しい場合、保護命令発令後に退所又は転居する場合等
は、市町村又は都道府県の枠を越えた関係機関の広域的な連携が必要になる場合も考えられ、
こうしたことを想定して、あらかじめ、近隣の地方公共団体と連携について検討しておくこと
が望ましい。

10 職務関係者による配慮・研修及び啓発
\ 職務関係者による配慮
法第23条第１項において、配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関
係のある者（以下「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、
その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重する
とともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならないとされている。
ア 配偶者からの暴力の特性に関する理解
職務関係者においては、配偶者からの暴力は外部からその発見が困難な家庭内で行われる
ため潜在化しやすく、しかも加害者に罪の意識が薄いという傾向にあり、被害が深刻化しや
すいという特性等を十分理解した上で、被害者の立場に配慮して職務を行うことが必要であ
る。
特に被害者と直接接する場合は、被害者が配偶者からの暴力により心身とも傷ついている
ことに十分留意することが必要である。こうしたことに対する理解が不十分なため、被害者
に対し、不適切な対応をすることで、被害者に更なる被害（二次的被害）が生じることのな
いよう配慮することが必要である。
イ 被害者等に係る情報の保護
職務関係者が職務を行う際は、被害者及びその関係者の安全の確保を第一に考えつつ、具
体的には、加害者の元から避難している被害者の居所が加害者に知られてしまう、あるいは
被害者を支援している者の氏名等が加害者に知られてしまうといったことのないよう、被害
者等に係る情報の保護に十分配慮することが必要である。

また、加害者の元から被害者と共に避難している子どもが通う学校や保育所においては、
被害者から申出があった場合には、関係機関と連携を図りつつ、加害者に対して被害者の居
所が知られることがないように、十分配慮することが必要である。
ウ 外国人等の人権の尊重
外国人や障害者である被害者等の人権の尊重が必ずしも十分徹底されていないとの指摘が
あることを踏まえ、法においては、職務関係者は、被害者の国籍、障害の有無等を問わずそ
の人権を尊重しなければならないことが確認されたところである。法が対象としている被害
者には、日本在住の外国人（在留資格の有無を問わない。）や障害のある者等も当然含まれて
いることに十分留意しつつ、それらの被害者の立場に配慮して職務を行うことが必要である。
出入国管理及び難民認定法においては、「正当な理由」がある場合を除き、所定の期間内に
住居地の届出をしないことや、配偶者の身分を有する者としての活動を６月以上行っていな
いことが在留資格取消事由とされているが、外国人である被害者が配偶者からの暴力を理由
として避難したり、又は保護を必要としている場合は、「正当な理由」がある典型的な事例と
して、在留資格の取消しを行わないこととされている。
なお、被害者が不法滞在外国人である場合には、関係機関は地方入国管理局と十分な連携
を図りつつ、加害者が在留期間の更新に必要な協力を行わないことから、被害者が不法滞在
の状況にある事案も発生していることを踏まえ、事案に応じ、被害者に対し適切な対応を採
ることが必要である。また、国においては、被害者から在留期間の更新等の申請があった場
合には、被害者の立場に十分配慮しながら、個々の事情を勘案して、人道上適切に対応する
よう努める。

] 職務関係者に対する研修及び啓発
法第23条第２項において、国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶
者からの暴力の特性等に関する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとすること
とされている。
職務関係者に対してこうした研修及び啓発を実施することは、被害者が安心して支援を受け
ることのできる環境の整備につながるとともに、関係機関が配偶者からの暴力の問題について
共通の認識を持つことにより、関係機関の連携協力の強化にも資するものである。職務関係者
に対する研修及び啓発の実施に当たっては、以上に述べたような、配偶者からの暴力の特性や
被害者の立場を十分に理解した上での対応が徹底されるよう配慮することが必要である。
研修の場においては、秘密の保持や個人情報の管理の徹底、加害者に対する適切な対応方法
等、実践的な知識や留意点、関連する法制度について幅広く情報を提供することが必要である。
また、ロールプレイ等を用いて、実際の業務に直結する研修を行うことも考えられる。
特に、被害者と直接接する立場の者に対する研修及び啓発においては、二次的被害の防止の
観点が重要である。支援センターにおいては、関係機関の職員に対する研修等に講師を派遣す
るなど、二次的被害を防止する観点から、職務関係者に対する研修の実施について、関係機関
に積極的な働き掛けを行うことが望ましい。研修の実施については、異動期を考慮しつつ広く
参加を呼び掛けることや、民間団体との共同で行うなどの工夫も考えられる。
また、相談員等被害者の支援に直接携わる職員については、その職務の特性から、職務遂行
の過程でいわゆる「バーンアウト（燃え尽き）」状態等心身の健康が損なわれることがあり、こ
うしたことのないよう、当該職員の所属する機関において配慮することが必要である。具体的
には、職場での研修や専門的立場からの助言、指導の実施等が考えられる。
国においては、上記の事項に十分配慮して、職務関係者に対する研修の実施、相談の手引等
の作成や配布、二次的被害の防止に必要な情報の提供等に積極的に努める。

11 苦情の適切かつ迅速な処理
法第９条の２において、支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の関
係機関その他の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申
出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとすることとされている。
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